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平成29年度平成30年度令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

地域包括支援センター 相談実件数
基幹型及びサブセンター（実人数） ブランチ（実人数） 障害（実人数）

計：1,890人
計：1,856人

計：1,811人

計：1,697人
計：1,644人

計：1,680人

計：1,532人
計：1,494人

※1:能登半島地震被災者への対応を除く

※1
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地域包括支援センター 相談内訳

認知症以外の相談 認知症相談 認知症相談割合

計：1,242人
計：1,178人 計：1,178人

計：1,191人
計：1,164人

計：1,234人
計：1,199人

計：1,307人

（人） （％）
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※H27より基幹型及びサブセンターの集計
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令和6年度　運営内容を確認するための基準チェックシート/評価シート                                                                                                       

南郷地区 三谷・三木・塩屋地区

大聖寺なでしこの家 きょうまち なんごうえがお まどい 山代すみれの家 ききょうが丘

・ブランチは実施要項に示す職員を0.5人以上配置している（相談・会議・社
会資源の把握等の業務に対して通年平均1日3時間の業務の実施） はい はい はい はい はい はい

・定められた記録（提出物）を期日までに提出している はい いいえ いいえ いいえ いいえ はい

・職員の研修履歴を記録し、今後の研修計画に役立てている はい いいえ はい はい はい はい
・事業所内での事例検討や業務に対する課題の抽出など職員と内部研修等の機
会を設けている はい はい はい はい はい はい

・夜間・休日、緊急時を含めて24時間365日の対応ができるようにしている
（連絡網の整備含む） はい はい はい はい はい はい

・苦情受付担当者・責任者・第3者委員を利用者にわかるように表示している はい はい いいえ はい はい はい
・苦情対応マニュアルやリスクマネジメントの内容を全職員が理解し、適切に
運用している はい はい はい はい はい はい

・利用者に関する記録の適切な保管が定めている はい はい はい はい はい はい

・関係機関への情報提供として、利用者の同意を確認している はい はい はい はい はい はい

・利用者のプライバシーを確保できる相談面接室を設置している いいえ いいえ はい はい はい はい

・地域ケア会議を開催するにあたり事前に開催目的を検討し、目的に沿って地
域関係者の参加を呼び掛けている（←ブランチ連絡会に参加している） はい はい はい いいえ はい はい

・基幹型（地区担当職員）と協働して、見えてきた地域の課題をまとめている はい いいえ はい はい はい はい

・総合相談の実件数が、75歳以上の高齢者数の1割程度ある はい はい はい はい はい はい

・総合相談実件数のうちブランチ訪問実件数が、50％程度（同行含む）ある はい はい はい はい はい はい

・総合相談延件数のうち訪問延件数が、30％以上 はい はい はい はい はい はい

・ブランチへの直接相談件数が、開始時より増加している はい はい はい はい はい はい

・訪問実人数のうち軒下マップ作成が70％以上ある【作成数：　　　件】 はい（111件） いいえ（41件） はい（52件） はい（90件） はい（165件） はい（75件）
・ブランチ及び地域のかかわりのみで支援の継続が難しい場合は他機関につな
ぐ支援を行っている はい はい はい はい はい はい

・基本チェックリストハイリスク者に対し、介護予防の必要性や生活改善の見
通しについて説明している はい はい はい はい はい はい
・介護予防（認知症含む）の必要性等の啓発普及にも取り組んでいる（1回以
上） はい いいえ はい はい はい はい

・民生委員や地域の関係団体等に対してチラシ等を作成し、ブランチの所在や
役割等を広報している。 はい はい はい はい はい はい
・地域資源（サロン・サークル・老人会等）の地域活動の場面や拠点に出向き
顔の見える関係づくりに取り組んでいる はい はい はい はい はい はい
・ブランチ及び地域福祉コーディネート業務として取り組んだ内容や実績報告
を地域住民に公表し意見をもらっている。（運営推進会議含む） はい はい はい はい はい はい

・職員一人ひとりが、準公的機関としての認識を持ち公正・中立性に留意して
業務に携わっている はい はい はい はい はい はい
・公益的な機関として特定の事業者等に不当に偏った活動にならないよう紹介
もふくめて事業運営をおこなっている。 はい はい はい はい はい はい

８．総合相談

９．介護予防

10．地域への広報及び社会資源の把握と支援

11．中立・公正性の確保

２．必要書類の作成と確実な提出

３．専門性の確保

４．緊急時の体制整備

５．苦情解決体制の整備

６．個人情報の保護

７．ネットワークの構築

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地区
　チェック項目

大聖寺地区 山代地区

１．職員の適正配置

ブランチ
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令和6年度　運営内容を確認するための基準チェックシート/評価シート                                                                                                       

・ブランチは実施要項に示す職員を0.5人以上配置している（相談・会議・社
会資源の把握等の業務に対して通年平均1日3時間の業務の実施）

・定められた記録（提出物）を期日までに提出している

・職員の研修履歴を記録し、今後の研修計画に役立てている

・事業所内での事例検討や業務に対する課題の抽出など職員と内部研修等の機
会を設けている

・夜間・休日、緊急時を含めて24時間365日の対応ができるようにしている
（連絡網の整備含む）

・苦情受付担当者・責任者・第3者委員を利用者にわかるように表示している

・苦情対応マニュアルやリスクマネジメントの内容を全職員が理解し、適切に
運用している

・利用者に関する記録の適切な保管が定めている

・関係機関への情報提供として、利用者の同意を確認している

・利用者のプライバシーを確保できる相談面接室を設置している

・地域ケア会議を開催するにあたり事前に開催目的を検討し、目的に沿って地
域関係者の参加を呼び掛けている（←ブランチ連絡会に参加している）

・基幹型（地区担当職員）と協働して、見えてきた地域の課題をまとめている

・総合相談の実件数が、75歳以上の高齢者数の1割程度ある

・総合相談実件数のうちブランチ訪問実件数が、50％程度（同行含む）ある

・総合相談延件数のうち訪問延件数が、30％以上

・ブランチへの直接相談件数が、開始時より増加している

・訪問実人数のうち軒下マップ作成が70％以上ある【作成数：　　　件】

・ブランチ及び地域のかかわりのみで支援の継続が難しい場合は他機関につな
ぐ支援を行っている

・基本チェックリストハイリスク者に対し、介護予防の必要性や生活改善の見
通しについて説明している

・介護予防（認知症含む）の必要性等の啓発普及にも取り組んでいる（1回以
上）

・民生委員や地域の関係団体等に対してチラシ等を作成し、ブランチの所在や
役割等を広報している。

・地域資源（サロン・サークル・老人会等）の地域活動の場面や拠点に出向き
顔の見える関係づくりに取り組んでいる

・ブランチ及び地域福祉コーディネート業務として取り組んだ内容や実績報告
を地域住民に公表し意見をもらっている。（運営推進会議含む）

・職員一人ひとりが、準公的機関としての認識を持ち公正・中立性に留意して
業務に携わっている

・公益的な機関として特定の事業者等に不当に偏った活動にならないよう紹介
もふくめて事業運営をおこなっている。

８．総合相談

９．介護予防

10．地域への広報及び社会資源の把握と支援

11．中立・公正性の確保

２．必要書類の作成と確実な提出

３．専門性の確保

４．緊急時の体制整備

５．苦情解決体制の整備

６．個人情報の保護

７．ネットワークの構築

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地区
　チェック項目

１．職員の適正配置

ブランチ

令和6年度　運営内容を確認するための基準チェックシート/評価シート                                                                                                       

庄地区 勅使・東谷口地区 片山津地区 金明地区 橋立地区

いらっせ庄 ちょくし いらっせ湖城 きんめい はしたて

はい はい はい はい はい

はい いいえ はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい いいえ はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい いいえ はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい（40件） いいえ（27件） はい（59件） はい（49件） はい（62件）

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

9



令和6年度　運営内容を確認するための基準チェックシート/評価シート                                                                                                       

・ブランチは実施要項に示す職員を0.5人以上配置している（相談・会議・社
会資源の把握等の業務に対して通年平均1日3時間の業務の実施）

・定められた記録（提出物）を期日までに提出している

・職員の研修履歴を記録し、今後の研修計画に役立てている

・事業所内での事例検討や業務に対する課題の抽出など職員と内部研修等の機
会を設けている

・夜間・休日、緊急時を含めて24時間365日の対応ができるようにしている
（連絡網の整備含む）

・苦情受付担当者・責任者・第3者委員を利用者にわかるように表示している

・苦情対応マニュアルやリスクマネジメントの内容を全職員が理解し、適切に
運用している

・利用者に関する記録の適切な保管が定めている

・関係機関への情報提供として、利用者の同意を確認している

・利用者のプライバシーを確保できる相談面接室を設置している

・地域ケア会議を開催するにあたり事前に開催目的を検討し、目的に沿って地
域関係者の参加を呼び掛けている（←ブランチ連絡会に参加している）

・基幹型（地区担当職員）と協働して、見えてきた地域の課題をまとめている

・総合相談の実件数が、75歳以上の高齢者数の1割程度ある

・総合相談実件数のうちブランチ訪問実件数が、50％程度（同行含む）ある

・総合相談延件数のうち訪問延件数が、30％以上

・ブランチへの直接相談件数が、開始時より増加している

・訪問実人数のうち軒下マップ作成が70％以上ある【作成数：　　　件】

・ブランチ及び地域のかかわりのみで支援の継続が難しい場合は他機関につな
ぐ支援を行っている

・基本チェックリストハイリスク者に対し、介護予防の必要性や生活改善の見
通しについて説明している

・介護予防（認知症含む）の必要性等の啓発普及にも取り組んでいる（1回以
上）

・民生委員や地域の関係団体等に対してチラシ等を作成し、ブランチの所在や
役割等を広報している。

・地域資源（サロン・サークル・老人会等）の地域活動の場面や拠点に出向き
顔の見える関係づくりに取り組んでいる

・ブランチ及び地域福祉コーディネート業務として取り組んだ内容や実績報告
を地域住民に公表し意見をもらっている。（運営推進会議含む）

・職員一人ひとりが、準公的機関としての認識を持ち公正・中立性に留意して
業務に携わっている

・公益的な機関として特定の事業者等に不当に偏った活動にならないよう紹介
もふくめて事業運営をおこなっている。

８．総合相談

９．介護予防

10．地域への広報及び社会資源の把握と支援

11．中立・公正性の確保

２．必要書類の作成と確実な提出

３．専門性の確保

４．緊急時の体制整備

５．苦情解決体制の整備

６．個人情報の保護

７．ネットワークの構築

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地区
　チェック項目

１．職員の適正配置

ブランチ
参考資料

山中地区

動橋ひまわりの家 いらっせ分校 いらっせ松が丘 さくみ お茶の間さろん

はい はい はい はい はい

いいえ はい いいえ はい いいえ

はい はい はい はい はい

はい はい はい いいえ はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい（81件） はい（108件） はい（75件） はい（35件） はい（120件）

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい いいえ はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

はい はい はい はい はい

動橋地区 作見地区

10



慈豊会の理念「和顔愛語」のもと、大聖寺地区こころまちセンターとしてブランチ・コーディネー
ターの役割をしっかり自覚して身近な相談窓口としての事業所をめざす。
地域住民から気軽に相談できる事業所、信頼できる事業所でありたい。
助け合い支え合うことの重要性、繋がりの輪の大切さを広めて住みやすい町づくりを目指す。
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勅使･東谷口地区高齢者こころまちセンター 小規模特養ホームちょくし 勅使地区：田畑などの役割を続けながら、交流の機会を通じて健康に対する意識が高まるまちづくり

東谷口地区：健康に対する意識の高さを活かし、誰もが集える居場所のあるまちづくり
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平成29年10月

金明地区高齢者こころまちセンター 小規模多機能ホーム きんめい 病院、店がなく不便だが、隣近所の繋がりが強い。お互い助け合いこれまで通りの暮らしが出来る町に！！！
・8町全てに「集う場」があり、ちょっとした相談が出来る場がある。
・身近な相談窓口として、地域の中で支援を必要とする人々を把握し生活課題の早期発見に努める。西　邦子

西　邦子

 

今年度の目標　①

 

意　見 次年度に残った課題・改善計画
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平成27年9月

動橋地区高齢者こころまちセンター　動橋ひまわりの家

庄司　美樹子

濱田　美香
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№ 評価項目 R6目標 R7目標 R8目標 考え方 考察

10.0% 10.5% 11.0%

R6実績 R7実績 R8実績

9.1%

R6目標 R7目標 R8目標

5,900 6,100 6,300

R6実績 R7実績 R8実績

6,680

R6目標 R7目標 R8目標

30 30 30

R6実績 R7実績 R8実績

22

R6目標 R7目標 R8目標

140 170 200

R6実績 R7実績 R8実績

140

R6目標 R7目標 R8目標

8 8 8

R6実績 R7実績 R8実績

10

R6目標 R7目標 R8目標

100 100 100

R6実績 R7実績 R8実績

70

Ⅰ．本人の「したいこと」を支援する仕組みづくり                                    

活
動
指
標

1

地域おたっしゃ
サークル参加者
率（参加者／６
５歳以上高齢者
数）

参加人
数が増
えるよ
うに周
知しま
す。

・令和6年度の登録サークル数は介護予防型とサロ
ン型を合わせて73箇所で、参加者実人数は1,689
人、延べ人数は31,537人となっている。
・今後は地域おたっしゃサークルが地域の介護予防
活動の拠点となるよう、サークルリーダーからの声
を聞いていく。

2
地域型元気はつ
らつ塾参加延べ
人数

・参加者実人数は220人、延べ人数は6,680人。参加
者実人数の内、32人(14.5%)は要支援・要介護認定
の結果保有者であった。
・協力員実人数は152人、延べ人数は4,202人。
・実施地区は市内21地区のうち17地区。
・今後も要介護認定の有無に限らず、地域でのつな
がりを大切にし、ブランチや委託事業所とともに必
要な高齢者に対して更なる周知をしていく。

3
かがやき予防塾
参加者数

・平成27年から実施しており、新型コロナウイルス
感染症拡大のため、令和4年及び5年は中止していた
が、令和6年に3年ぶりに実施した。
・介護予防や認知症予防についての講義を通して、
自身の介護予防活動を考えたり、家族や地域のため
に自分ができることについて考える場として実施し
ている。修了後は、身近な地域でボランティア活動
をするための活動に取り組むなど、各修了生ができ
ることに挑戦している。
・今後も修了後が得た知識を活用し、仲間と共に自
身の予防に取り組むことや地域で活動につながるこ
とができるように活動を検討していく。

4
介護支援ボラン
ティア制度・ポ
イント交換者数

・令和6年度の登録者は163人で、そのうちポイント
交換者数は140人（上限額5,000円の交付対象者は82
人、交付の最少額である500円の交付対象者は5人）
であった。
・上限額5,000円の交付対象者は、令和5年度と比べ
て1人増加している。今後も、生きがいや健康づく
りに役立つよう周知していく。

5
ケアマネジャー
育成支援事業・
研修会の開催数

ｻｰﾋﾞｽ
の質を
高めま
す。

・主任介護支援専門員勉強会は「スーパービジョ
ン」について講義と演習にて全5回開催し、学びを
深めた。
・令和6年度はケアマネジャー連絡会を毎月開催
（計10回）とし、顔の見える関係づくりの強化、事
例研究を3回実施し、介護支援専門員のケアマネジ
メントの質の向上を図った。

6
個別地域ケア会
議開催数

地域で
支える
きっか
けをつ
くりま
す。

・専門職だけではなく、地域の支援者もメンバーに
入れ、支援方針を共有し、課題の解決を図る個別地
域ケア会議を28件開催。本人や家族以外に地域住
民、医療機関、警察、介護支援専門員、市役所職員
等が参加。
・目標設定会議によるケア会議は42件開催。担当介
護支援専門員やケースにかかわるサービス事業所職
員、リハビリテーション専門職、薬剤師、地域推進
員等が参加。
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№ 評価項目 R6目標 R7目標 R8目標 考え方

4 4 4

R6実績 R7実績 R8実績

5

R6目標 R7目標 R8目標

100% 100% 100%

R6実績 R7実績 R8実績

100%

R6目標 R7目標 R8目標

10 15 20

R6実績 R7実績 R8実績

8

R6目標 R7目標 R8目標

ー ー
令和6年
と比べ上

昇

R6実績 R7実績 R8実績

56.2%

R6目標 R7目標 R8目標

ー ー
令和5年
と比べ上

昇

R6実績 R7実績 R8実績

82歳

R6目標 R7目標 R8目標

15.2% 15.2% 15.3%

R6実績 R7実績 R8実績

15.5%

R6目標 R7目標 R8目標

令和5年
と比べ増

加

令和6年
と比べ増

加

令和7年
と比べ増

加

R6実績 R7実績 R8実績

62.3%

活
動
指
標

7

虐待防止・権利
擁護に関する研
修会の開催数
（関係機関）

虐待防
止・権
利擁護
を理解
する機
会を増
やしま
す。

・高齢者や障がい者、また、その養護者が安心して
暮らし続けることができるよう、支え手となる専門
職が権利擁護や虐待防止についての共通認識を深め
ることを目的としている。虐待リスクに精神疾患や
認知症等の課題が混在したケースが多く、経済的な
困窮により、十分な支援を受けられていないことも
ある。
・研修講師を権利擁護部会委員が務め、実施した。
今後も高齢福祉分野、障害福祉分野に分けて行う予
定。

8

12

第１号被保険者
（６５歳以上）
の要支援・要介
護認定率（推計
値）

支援事例の内、
虐待ケースの検
討会の開催割合

専門
チーム
による
支援を
行いま
す。

・虐待相談や通報に関しては毎週1回、ケース検討
会を実施している。また、緊急時には随時コア会議
を開催している。コア会議では虐待判定や対応につ
いて検討する場となっている。
・世帯状況として障がいや疾病のある方や金銭の課
題等、複合課題がある世帯も多く、他課の職員とと
もに実施している。

第１号被保険者
（６５歳以上）
の社会参加率
（定期的かつ継
続的に行われて
いる活動に週１
回以上参加して
いる人の割合） 元気な

高齢者
を増や
しま
す。

（＊認
定率に
関して
は、推
計値を
超えな
いよう
にしま
す。）

・令和6年度の介護予防基本チェックリスト回答者
7,768人のうち、4,367人（56.2％）が「定期的かつ
継続的に行われている活動に週１回以上参加してい
る」と回答した。活動の場が多様化しているため、
令和６年度から「継続的活動」に労働も加え調査し
た結果、令和5年度の結果から20％増加した。
・引き続き、地域おたっしゃサークルや元気はつら
つ塾協力員等への周知を続け、社会参加率の向上を
図っていく。

11
介護保険初回申
請時の年齢

・令和6年度の新規申請者数は859人（前年比20人
増）であり、新規申請者の平均年齢は82歳（前年比
0.2歳減）であった。

9
成年後見制度の
市長による申立
て件数

公的な
支援制
度を活
用しま
す。

・本人の判断能力の状況、他法活用や親族申立が可
能かどうかを基に、市長申立の可否や必要性につい
て、相談支援課とかが成年後見センターほっこり
（加賀市社会福祉協議会）で検討し、決定してい
る。令和6年度申立て要請件数は8件（後見等開始4
件、申立準備をしたが中止となったもの1件、令和7
年度への申立準備継続は3件）であった。

・令和7年3月末時点での第1号被保険者数は22,150
人（対推計値123人減）、認定者数は3,437人（対推
計値37人増）であり、認定率は15.5%（対推計値
0.2pt増）となった。介護度別では軽度認定者（要
支援1及び要支援2、要介護1）が1,437人（対推計値
37人増）で構成割合は41.8%（対推計値0.7pt増）で
ある。

13

要介護状態の維
持・改善状況
（要介護度の維
持・改善の割
合）（H２９年
１０月は６２.
４％）

自立支
援に向
けた取
り組み
を推進
しま
す。

・令和6年9月末時点での認定者数は3,425人、うち
介護度の維持・改善者数は2,135人となり、維持・
改善率は62.3%（対前年比0.5pt増）となった。介護
度別では軽度認定者（要支援1及び要支援2、要介護
1）が838人で、構成割合は39.2%である。

成
果
指
標

10
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№ 評価項目 R6目標 R7目標 R8目標 考え方 考察

33.0% 34.0% 35.0%

R6実績 R7実績 R8実績

ー

R6目標 R7目標 R8目標

7.2点 7.3点 7.4点

R6実績 R7実績 R8実績

ー

Ⅱ．地域で安心して生活し続けることができる体制づくり

№ 評価項目 R6目標 R7目標 R8目標 考え方 考察

9,300 10,300 11,300

R6実績 R7実績 R8実績

10,208

R6目標 R7目標 R8目標

R6実績 R7実績 R8実績

8

R6目標 R7目標 R8目標

1 1 1

R6実績 R7実績 R8実績

0

R6目標 R7目標 R8目標

200 220 240

R6実績 R7実績 R8実績

172

R6目標 R7目標 R8目標

R6実績 R7実績 R8実績

0

活
動
指
標

16
認知症サポー
ター養成人数
（累積人数）

・平成30年度に加賀市認知症キャラバンメイト連絡
協議会を設立し、運営を行っている。
・小中学校などで、認知症サポーター養成講座の開
催が定着してきており、また、加賀市役所新任職員
や加賀市医療センター職員、市内商店等を対象に講
座を開催している。今後も、認知症サポーター養成
人数を増やし、認知症にやさしいまちづくりを目指
していく。

17
市民キャラバ
ン・メイト養成
人数（累計数）

成
果
指
標

14

主観的健康観
（70歳以上）の
「よい・まあよ

い」の割合 自立支
援に向
けた取
り組み
を推進
しま
す。

・令和4年健康とくらしの調査によると、「主観的健康
観」を問う質問では、70歳以上の62.5.2%の方が「よい・
まあよい」と回答。
・フレイル予防や多様な活動機会の充実、情報提供の仕
組みづくり、わたしの暮らし手帳（認知症ケアパス）普
及啓発等を通じて、心身の健康感と社会的満足感を高め
る取り組みを継続的に進めていく。

・令和5年度以降、南加賀地区での認知症キャラバ
ン・メイト養成講座の実施は行っていないが、県内
では実施しているため広報を通じて周知していく。20

18
本人ミーティン
グ開催数

・認知症のことを地域には知られたくないと思う本
人及び家族も多く、実施には至っていない。
・今後は、認知症カフェから当事者の意見を発信で
きるような仕組みを目指す。
・認知症カフェに当事者の参加が少ない状況。認知
症地域支援推進員と協議し、当事者の参加に向けて
いく。

19
もの忘れ健診受
診者数

・介護予防基本チェックリストで、もの忘れの項目
に該当した回答者に受診券を送付しているほか、か
かりつけ医で確認票に該当した場合も受診でき、受
診しやすい体制を作っている。
・簡易スクリーニングの結果、専門医療機関への紹
介となったのは24人（13.9%）であった。
・特定健診や普段の通院と併せて受診できるため、
積極的に受診を勧めていきたい。

15

幸福感（70歳以
上）の「よい・
まあよい」の点
数

・令和4年健康とくらしの調査によると、「主観的幸福
感」を問う質問では、70歳以上の回答の平均点数は、7.2
点であった（幸福度を0点～10点の中から選択して回
答）。
・フレイル予防や多様な活動機会の充実、情報提供の仕
組みづくり、わたしの暮らし手帳（認知症ケアパス）普
及啓発等を通じて、心身の健康感と社会的満足感を高め
る取り組みを継続的に進めていく。

20
チームオレンジ
設置箇所数

・令和4年度にチームオレンジ設置に必要条件であ
るコーディネーターを市内で新たに14人養成した。
令和５年度は認知症カフェを開催し、２か月に１度
継続開催中。令和７年度も継続し、チームオレンジ
への展開を目指す。

1

認知症
につい
て理解
できる
機会を
増やし
ます。

29



№ 評価項目 R6目標 R7目標 R8目標 考え方 考察

2 2 2

R6実績 R7実績 R8実績

2

R6目標 R7目標 R8目標

6 8 10

R6実績 R7実績 R8実績

9

R6目標 R7目標 R8目標

5 5 5

R6実績 R7実績 R8実績

5

R6目標 R7目標 R8目標

50 50 50

R6実績 R7実績 R8実績

44

R6目標 R7目標 R8目標

130 130 150

R6実績 R7実績 R8実績

125

R6目標 R7目標 R8目標

ー ー
令和5年
と比べ上

昇

R6実績 R7実績 R8実績

62.1%

R6目標 R7目標 R8目標

120 140 160

R6実績 R7実績 R8実績

107

認知症初期集中
支援チーム員会
議相談実件数

・平成29年3月に1チーム設置した。チーム員会議で
は、専門医、精神保健福祉士、チーム員（保健師、
社会福祉士等）で診断の予測をし、支援の方針を検
討している。
・医師会やケアマネジャーへ周知を行っているが、
相談件数が少ない状況である。ケアマネジャー連絡
会などで、さらなる周知を行い、認知症の人とその
家族への支援の強化を図っていく。

24

・医療職と介護職の連携のため、医師や看護師等医
療職と介護職が顔を合わせて話し合うことができる
機会を望む声が多いことから、できるだけ医療職
（特に医師）に参加していただけるようテーマを検
討していく。

25

認知症対応力向
上研修（中堅職
員向け研修会）
修了者の累計数

・平成27年度より研修体系を本研修に一元化し実施
している。令和2～令和4までは新型コロナウイルス
感染症拡大により中止をしていたが、令和５年度よ
り隔年実施とし、令和６年度は未実施。
・認知症対応力向上を目指し、あきらめない人材育
成を目的に通年で8回1コースの研修会を実施してお
り、総計で125名が修了している。
・引き続き、修了者が各事業所で中堅職員として、
本人支援の視点でチームケアが推進できるようフォ
ローアップしていく。

・石川県が主催し、日本医師会の生涯教育制度の単
位の対象として令和6年度は事例検討を2回実施。
・27人が参加し、『レカネマブについて』『行動心
理症状が強い方へのかかりつけ医の対応について』
の講義を受けた。事例検討では医師を中心に多職種
でのグループワークを行い、意見交換が活発に行え
た。

22
認知症地域支援
推進員配置数

・認知症地域支援推進員は、年に1人ずつ新たな職
員の研修参加を促し増員しているが、職員の退職に
伴い令和６年度は職員５名となっている。今後も引
き続き異動等に伴う増減を見込みつつ、計画的に人
員配置を行っていく他、ブランチ事業所職員が受講
できるよう体制整備し、令和７年は４名増員となっ
た。今後もブランチ事業所職員が受講できるよう拡
充していく。

23

成
果
指
標

26
認知症の人の在
宅割合

認知症
の人や
その家
族が安
心して
暮らし
続ける
事がで
きる地
域づく
りをし
ます。

・令和5年度のサービス利用者のうち、認知症の人
は2,193人（前年比47人増）、そのうち在宅でサー
ビスを利用する人は1,362人（前年比32人増）で、
割合は62.1%（前年比0.1pt増）であった。

27
家事支援サービ

ス利用者数

必要な
人が利
用でき
るよう
周知し
ます。

・平成28年4月から開始し、実施9年目の令和6年度
の利用者は107人となった。サービス利用の内訳
は、室内の清掃が最も多く全体の57％を占め、次い
で買い物（タクシー等の同行、代行）22%、ごみ出
し10%の順であった。

認知症
につい
て理解
できる
機会を
増やし
ます。

認知症
の人と
家族を
支援す
る人を
増やし
ます。

多職種協働研修
開催数

21

多職種協働研修
参加者数

活
動
指
標

活
動
指
標
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№ 評価項目 R6目標 R7目標 R8目標 考え方 考察

3 3 3

R6実績 R7実績 R8実績

3

R6目標 R7目標 R8目標

150 150 150

R6実績 R7実績 R8実績

57

R6目標 R7目標 R8目標

200 200 200

R6実績 R7実績 R8実績

31

R6目標 R7目標 R8目標

ー ー
R4と比べ

増加

R6実績 R7実績 R8実績

ー

R6目標 R7目標 R8目標

R3と比べ
増加

R3と比べ
増加

R3と比べ
増加

R6実績 R7実績 R8実績

ー

R6目標 R7目標 R8目標

ー ー
R5と比べ

増加

R6実績 R7実績 R8実績

ー

R6目標 R7目標 R8目標

ー ー
R5と比べ

減少

R6実績 R7実績 R8実績

ー
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在宅療養を希望
する人の割合
（R４：
３４.３％）

在宅療
養生活
への理
解を広
げま
す。

・令和4年度市民意識調査によると、「長期療養や
介護が必要な状態になった時の暮らしの場所」を問
う質問では、34.3%の方が「自宅や家族の家」と回
答。
・人生の最終段階を迎えるにあたっての本人・家族
の心構えの大切さや、その人が望む暮らしを実現す
るための医療の活用の仕方等を理解いただけるよ
う、今後も継続して講演会等を企画し、実施してい
く。

29
多職種協働連携
研修参加者数

多職種
が連携
の取り
やすい
関係を
構築し
ます。

・オンラインを活用した講義やグループワークを開
催し、多職種での意見交換を活発に行うことで、意
見の言い合える関係を構築し、多職種がチームと
なって、連携推進を図っていく。

32

自宅で亡くなる
人の割合
（R３：
１３.６％）

本人の
望む場
所で生
活を続
ける人
を増や
しま
す。

・自宅で亡くなる人の割合は令和5年に10.0%であ
り、令和3年と比べ減少傾向である。本人の望む場
所で生活を続ける人を増やせるよう、関係機関との
協力のもと在宅療養を支援する体制の強化に取組ん
でいく。

33

施設等で亡くな
る人の割合
（R５：
４２．４％）

・令和5年度に実施した居所変更実態調査では、施
設等で亡くなる人の割合が42.4％であった。できる
限り本人の望む場所で生活できる事を目指し、切れ
目ない医療と介護の提供体制の構築を推進してい
く。

34

成
果
指
標

・日本医師会の生涯教育制度の単位の対象として実
施している。
・医療と介護の専門職が連携しながら、本人の意思
決定の支援を行い、本人が望む医療ケアを選択でき
るよう、多職種がチームとなって、かかわりの重要
性の認識を図っていく。

多職種
が顔を
合わ
せ、互
いを知
る機会
を設け
ます。

28
多職種協働連携
研修開催数

活
動
指
標

施設等に居住す
る要介護２以下
の方の居所変更
の割合（Ｒ５：
２２．５％）

・令和5年度に実施した居所変更実態調査では、施
設等に居住する要介護２以下の方の居所変更の割合
が22.5％であった。できる限り本人の望む場所で生
活できる事を目指し、切れ目ない医療と介護の提供
体制の構築を推進していく。

30
市民向け講演
会・出前講座等
の参加者数

在宅療
養生活
への理
解を広
げま
す。

・令和6年度は「介護保険と高齢者の福祉」講座に
おいて、介護保険制度の趣旨・目的・サービスの内
容と、高齢者のくらしを支える制度全般について説
明を行った。講座開催数が少なく、1回あたりの参
加者が少なかったこともあり、前年度に比べて参加
者は減少した。今後は状況を見てさらなる理解を広
げていくために、実施回数を増やし、参加者を増や
していく。
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№ 評価項目 R6目標 R7目標 R8目標 考察

80.0% 82.0% 84.0%

R6実績 R7実績 R8実績

81.7%

R6目標 R7目標 R8目標

68 68 69

R6実績 R7実績 R8実績

66

R6目標 R7目標 R8目標

540 560 580

R6実績 R7実績 R8実績

593

R6目標 R7目標 R8目標

41 41 41

R6実績 R7実績 R8実績

24

Ⅲ．地域で支えあいの体制づくり

№ 評価項目 R6目標 R7目標 R8目標 考え方 考察

1,390 1,420 1,450

R6実績 R7実績 R8実績

1,470

R6目標 R7目標 R8目標

10 13 16

R6実績 R7実績 R8実績

12

R6目標 R7目標 R8目標

110 120 130

R6実績 R7実績 R8実績

122

活
動
指
標

36
福祉避難所協定
締結事業所数

緊急時
対応施
設を増
やしま
す。

・福祉避難所について、ホームページへの掲載や、
福祉避難所開設・運営訓練（総合防災訓練）の市民
の方の見学や、見守り座談会など、様々な機会で説
明を行うことにより、広く一般に周知を図るととも
に、事業所に対しても制度理解を進め、対応できる
施設増加に努めていく。

37
安心メール
登録者数

見守り
体制を
強化し
ます。

・住み慣れた地域で安心して生活できる地域社会の
実現を目指すため、認知症等の高齢者が所在不明に
なった場合、家族等から依頼を受け、服装や特徴な
どをメールで配信し、地域住民から情報提供を得る
ことで、早期発見につなげる。平成30年1月より、
子どもの行方不明事案についても本事業の対象とし
ている。今後も更に制度の周知に努め、より一層の
登録者数増に努めていく。

38
見守り座談会開
催数

・地域の見守り体制を強化するため、民生委員・
児童委員、区長、地区社協、福祉協力員等の地域
の支援者による座談会を開催し、要支援者の把握
や情報共有を行っている。引き続き、事業の周知
を図るとともに、各地域での実施につなげて
いく。

本人の
望む場
所で生
活を続
ける人
を増や
しま
す。

41

地区単位の地域
ケア会議（第2
層協議体）開催
数

・運営推進会議（地域ケア会議にも位置付け）開催
のほか、地域の困り事や地域型元気はつらつ塾につ
いて地区の代表者や住民と話し合っている。
・地区単位の地域ケア会議を通して、地域の問題を
自分事と捉え、解決していくことが、地域力の向上
にもつながるため、今後もブランチとともに、地域
包括ケアシステム構築をすすめていきたい。

39
軒下マップ作成
数（累積）

本人の
サポー
トネッ
トによ
る支援
を行い
ます。

・令和6年度は基幹型とサブセンターで280件、ブラ
ンチで1,190件の軒下マップを作成した。（累計数
は集計できず、新規作成数を記入）
・新規訪問ケースや介護予防基本チェックリスト訪
問ケースでは、軒下マップの作成をしている。要介
護認定を受け、ケアマネジャーに引継ぎをする時や
入院時に情報提供することで、本人のつながりを大
切にし、途切れのない支援に活かしている。

40
個別地域ケア会
議検討実件数

・本人が在宅で望む暮らしを継続するための予防的
アセスメントの視点の向上や、チームによるケアマ
ネジメントの向上を図るために、目標設定会議を開
催した。
・目標設定会議から半年後に、参加したチーム員で
モニタリングを実施し、モニタリング評価票を提出
し振り返りを実施している。

35
サービスを利用
して地域で暮ら
す人の割合

・令和5年度の認定者は3,406人、そのうち在宅で
サービスを利用する人は2,699人で全体の79.2％を
占めた。令和6年度は認定者が3,425人、在宅サービ
ス利用者が2,798人となり、全体に占める割合は
81.7％となった。

成
果
指
標

活
動
指
標 住民と

共に地
域課題
を考え
る機会
を増や
しま
す。
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№ 評価項目 R6目標 R7目標 R8目標 考え方 考察

2 2 2

R6実績 R7実績 R8実績

0

R6目標 R7目標 R8目標

R6実績 R7実績 R8実績

16

R6目標 R7目標 R8目標

R6実績 R7実績 R8実績

16

R6目標 R7目標 R8目標 考え方 考察

15 15 15

R6実績 R7実績 R8実績

11

R6目標 R7目標 R8目標

35 45 55

R6実績 R7実績 R8実績

42

R6目標 R7目標 R8目標

400 410 420

R6実績 R7実績 R8実績

508

R6目標 R7目標 R8目標

4,000 4,500 5,000

R6実績 R7実績 R8実績

4,553

43
第２層協議体設
置個所数

・ブランチ事業所が行う運営推進会議を第2層協議
体に位置付けている。
・地域包括ブランチ及び地域福祉コーディネート業
務の活動報告や、その活動から見えてくる地域課題
について民生委員や区長、地域住民らで話し合う場
として、創意工夫を凝らしながら開催している。

17

44
地域福祉コー
ディネート業務
設置数

・16ブランチ16地区の地域コーディネート業務をブ
ランチが継続的に実施している。第1層生活支援
コーディネーターや障害者基幹相談支援センター、
相談支援専門員とともに地域での活動展開の企画や
情報共有の場を設けることで、地域の特色を活かし
た活動やつながりが見えてきている。

17

・利用者数は4,553人であり、令和6年度目標を上
回っていた。今後も周知を行い利用者数の増加を図
る。

家族介
護の負
担を軽
減しま
す。

地域で
活動す
る担い
手を増
やしま
す。

・6日間の講座（内1日の実習を含む）を1回コース
実施した。令和4年度から対象年齢を65歳以上から
40歳以上に引き下げ、広報やチラシ等での周知のほ
か、若い世代にも積極的に周知を行った結果、11人
の参加があり11人が修了し、修了生の累計は131人
となった。
・また、11人の修了生のうち、5人が家事支援サ
ポーターとして新たに登録し活動している。継続的
に養成を行っていく。

46
家事支援サポー
ター登録数

住民主
体の生
活支援
体制を
整えま
す。

・シルバー人材センター、加賀農業協同組合に平成
28年4月から委託して実施している。
・令和7年3月末時点での登録数は42人である。
(シルバー人材センター8人、JA加賀34人。内訳は、
家事支援サポーター養成講座修了者およびヘルパー
2級等の有資格者)
・養成講座を継続して開催するとともに、他の活動
団体に所属する有資格者にも登録を働きかけてい
く。

45活
動
指
標

42
市単位の地域ケ
ア会議（第１層
協議体）開催数

・平成29年9月より第１層の生活支援コーディネー
ターをNPO法人かもママに委託し、設置していた
が、令和3年度は、コロナ禍のため、地域ケア会議
（第1層協議体）を開催することができなかった。
また、令和4年度以降、第1層の生活支援コーディ
ネーター業務については、委託先から受託辞退の申
し出があったため、今後は市全体での協議の場を必
要時に設置することとしていたが、令和6年度にお
いては、開催までには至らなかった。住民と

共に地
域課題
を考え
る機会
を増や
しま
す。

家事支援サポー
ター養成講座受
講者数

47

介護用品支給事
業利用者数（月
当たり、経過措
置を除く）

・利用者数は508人であり、令和6年度目標を大きく
上回っていた。月平均の利用者数は296人であっ
た。入院・入所等により実際に毎月注文をする利用
者数は利用決定者と比較して少ない傾向にある。

48
山中温泉共同浴
場の介護湯年間
利用者数

33



№ 評価項目 R6目標 R7目標 R8目標 考え方 考察

ー ー
令和5年
と比べ増

加

R6実績 R7実績 R8実績

ー

R6目標 R7目標 R8目標

ー ー
令和5年
と比べ増

加
R6実績 R7実績 R8実績

ー

R6目標 R7目標 R8目標

ー ー
令和5年
と比べ増

加
R6実績 R7実績 R8実績

56.2%

49

困っている時に
近所に助け合う
人がいる市民の
割合（市民意識
調査）

・令和4年市民意識調査によると、「日常生活など
で困りごとの相談相手」を問う質問では、38.2%の
方が「近隣・友人に相談」と回答(前回調査
時:36.4%)。
・普段から住民同士が声をかけ合い、助け合える地
域づくりが展開されるよう、地域ケア会議等の実施
により推進していく。

地域で
支える
きっか
けをつ
くりま
す。

成
果
指
標

50

家族・親族以外
に相談できる人
がいる市民の割
合（市民意識調
査）

・令和4年市民意識調査によると、「日常生活など
で困りごとの相談相手」を問う質問では、38.2%の
方が近隣・友人に、12.9%の方が医師・歯科医師・
看護師(前回調査時:13.0%)に、9.7%の方がケアマネ
ジャー(前回調査時:9.6%)に相談されると回答。
・住み慣れた場所で安心して生活し続けることがで
きるよう、地域ケア会議等の実施により、地域や関
係機関と共有・協働を図っていく。

51

第1号被保険者
（６５歳以上）
の社会参加率
（定期的かつ継
続的に行われて
いる活動に週１
回以上参加して
いる人の割合）

・高齢者の社会参加は介護予防や生きがいづくりに
直結し、地域活動への定期的参加を支援すること
で、元気な高齢者の増加と地域全体の活性化が期待
される。他部署と連携した取り組み等により、社会
参加を通じた介護予防を推進していく。
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